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ふたつの大震災から見た我が国の
地震研究の動向と課題
本文は p.29 へ
　20 世紀の 100 年間に、我が国では 10 人以上の死者・行方不明者の出た震災が平均 3.2
年に 1回の割合で起きてきた。21 世紀に入っても、同じペースで震災は続いている。
　2011 年 3 月 11 日に起きたM9地震による東日本大震災は、戦後最大の震災・津波災害
とともに原発事故を誘発し、我が国全体に深刻な問題を投げかけた。地震調査研究推進本
部は、宮城県沖に全国でもっとも高い確率をもってM7〜M8レベルの地震が発生すると
の警告を事前に発していた。しかし、M9レベルの大地震が発生し得るとまでの認識を示
し得ず、起きた事態に地震研究の関係者は大きな衝撃を受けた。今回の震災は、今後の地
震研究にどのような影響をもたらすのだろうか。
　1995 年の阪神・淡路大震災後に我が国の地震研究は大きな変革を遂げてきたとされて
いる。しかしながら、（社）日本地震学会において、阪神・淡路大震災直前の 1994 年秋と
今回の大震災直前の 2010 年秋の定期大会の研究発表タイトルを比較した結果からは、16
年の時間経過による差がほとんどみられない。一方、米国地震学会との比較を行なうと、
両国の学会の発表傾向に系統的な差異のあることが窺える。セッションの建て方からも同
様の印象を受ける。その違いは研究の性向に見られるミッション性の濃淡であり、米国地
震学会の発表には、ミッション指向性が強いと感じられる。
　第 4期科学技術基本計画では、科学技術全体に対して、国民生活に関わる種々の課題へ
の具体的貢献の可否が問われている。これに沿うべき研究の方向性を決定づけるものは、
研究評価の仕方であると筆者は考える。我が国の地震研究に、これまでよりもより高いミッ
ション性を求めるとするならば、プロジェクト研究に対する研究評価の見直しだけでは不
足であり、むしろ、研究者個人の評価方法を省みる必要があると考える。これは、研究管
理の場に立つ者の手腕に関わる問題であり、真のリーダーシップが問われる課題でもある。
日米地震学会（左：日本、右：米国）の発表タイトルから見たテーマの分類。数字は発表件数
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地震の概要
　2011 年 3 月 11 日 14 時 46 分、
東北から関東にかけての太平洋沖
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合いにＭ 9.0 の超巨大地震が発生
した（気象庁による地震名称は、
「平成 23 年（2011 年）東北地方
太平洋沖地震」）。我が国の歴史上
最大規模の地震である。地震動と
これに引き続いた津波によって死
者・行方不明者の数は約 2 万人に
およんだ。
　この地震は、日本海溝から沈み
込む太平洋プレートと東北地方を
載せた大陸プレートとの境界面を
滑らせたものである。図表 1 は、
陸 上 の GPS 観 測 網（GEONET）
データに基づいて国土地理院が後
　標題に掲げたふたつの大震災
とは、1995 年阪神・淡路大震災
（M7.3、死者・行方不明者 6437
人）と今春の東日本大震災（M9.0、
死者・行方不明者約 2 万人）で
ある。これらを含め過去の震災
を振り返ってみると、20 世紀の
100 年間で我が国に 10 人以上の
死者・行方不明者をもたらした震
災の回数は 31 回を数え、その平
均発生間隔は 3.2 年であった。続
く 21 世 紀 の 11 年 間 で は、2004
年中越地震、2007 年中越沖地震、
2008 年岩手・宮城内陸地震、そ
して 2011 年東日本大震災と 4 回
を数え、震災発生のペースは全く
減少していない。つまり、3 年に
1 回程度の割合で日本のどこかに
このくらいの震災が発生すると警
計画が策定されたばかりである
（平成 23 年 8 月 19 日閣議決定1））。
そこでは、今回の震災と原発事故
を踏まえ、我が国のリスクマネジ
メントに不備があったことを認め
たうえで、科学技術への国民の理
解と信頼をいかにして取り戻すか
を今後の課題として投げかけてい
る。また、人々の生活の安全性を
守るため、自然災害に対する対応
能力の強化に向けた研究開発等の
取り組みを促進することを要請し
ている。
　本論では、今回の東日本大震災
の地震学的な意味合いを振り返る
とともに、日本の地震研究が今ど
ういった状況にあるかを、学会発
表の件数と傾向を基にして米国の
地震研究と対比しながら考察する。
告していたならば、今回もその予
測は当ったことになる。今後もこ
の予測は有効かもしれない。そう
だとすると、一方で場所を特定し
た地震の発生予測がなかなか当た
らないことに較べ、これは、きわ
めて皮肉な結果であると言わざる
を得ない。地震の発生を制御する
ことはできないが、震災を抑制す
ることならば可能なはずだからで
ある。
　阪神・淡路大震災を契機にし
て、我が国の地震研究の方向付け
と体制は大きな変革を遂げたと言
われている。それにもかかわらず
相変わらず震災が繰り返されてき
たこの間の経緯に、地震研究はど
う関わってきたのだろうか。
　折りしも、第 4 期科学技術基本
1 はじめに
2 東日本大震災
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日解析した断層面上の滑り分布
を表す2）。分布の中心となる震源
は、宮城県沖合いであるが、主
な滑り領域は、岩手県三陸沖から
宮城県、福島県、茨城県の沖合
いにあって、震源域のサイズは
500 km×200 km を囲み、最大滑
り量は 24 m を超えている。
　阪神・淡路大震災が都市直下型
の活断層地震であったのに対し、
今回はプレート境界の海溝型地震
であり、ふたつの異なるタイプの
大震災が 16 年のあいだに起きて
しまったわけである。
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事前予測
　阪神・淡路大震災の後に政府が
設置した地震調査研究推進本部
（以下、地震本部と略す）は、東
日本太平洋沖合いでの地震発生の
事前評価を行っていた3）。2000 年
11 月に公表された宮城県沖地震
に対する評価報告を皮切りに、全
体を 8 つの地区（図表 2、A：三
陸沖北部、B：三陸沖中部、C：
宮城県沖、D：福島県沖、E：茨
城県沖、F：房総沖、G：三陸沖
南部海溝寄り、H：三陸沖北部か
ら房総沖の海溝寄り）に分割し、
B と F を除く各地区ごとに予測
される地震（震源域が特定できる
場合は固有地震と呼ぶ）のマグニ
チュードと今後 30 年間での発生
確率を公表した。発生確率は年々
更新され、図表 2 は 2011 年 1 月
1 日時点での 30 年確率である。
　図表 1 と図表 2 を見比べると、
今回の地震は、8 地区の内の 6 地
区（図表 2 の楕円内、B、C、D、
E、G、H）が一気に滑ったもの
であることが分かる。これらの
地区における津波と地震の連係
という見方で歴史を遡ってみる
と、過去にも類似例が見当たる。
1896 年 6 月の明治三陸津波地震
図表 1　プレート境界面上の滑り分布（2011 年 4 月 21 日発表）
出典：国土地理院2）
（M8.2）の震源域は、岩手・宮城
県の沖合い、日本海溝近くであ
り、前記エリア分けの H に属す
る。この地震による津波の遡上
高は最高値で 38.2 m と推測され、
死者は 2 万 2 千人に達した。地
震の規模としては今回の M9.0 に
及ばないが、津波マグニチュー
ド（Mt）という評価では最大 9.0
と今回にほぼ匹敵する4）。さらに
この地震の前後、1896 年から翌
1897 年にかけての 1 年半の間に、
E → H → C → G、 と 4 個 の 地 区
で M7〜8 級の地震が相次いで発
生し、太平洋プレート境界面上の
震源域の多くが比較的短期間の内
に滑ってしまったのである。
　では、今回の地震は 120 年前の
現象の再来と言ってよいだろう
か。実は、120 年前のように各地
区の震源域が逐次滑ったか、今回
のように全てが数分の内に一気に
滑ったかで、地震学的観点からの
意味合いは全く異なる。例えば、
個々の固有地震等のモーメント・
マグニチュード（Mw）からそれ
らのエネルギーを単純に算術和し
てもその合計はせいぜい Mw8.4
にしかならず、今回の M9.0 と比
較したエネルギーには約 10 倍の
差がある。また、太平洋プレート
の沈み込み速度は約 8 cm / 年と
されており、120 年で 24 m を超
える滑りを溜め込むことはできな
い。従って、今回の地震を図表 2
の各地震が連なっただけの「連動
地震」と見ることは正しい認識と
は言えず、結果的に、この地域の
地震の起き方そのものを考え直す
必要に迫られることとなった。
　事前予測では、近い将来、宮
城県沖に M7〜8 クラスの地震が
発生するという想定がなされて
いた。しかしながら、この地域
に M9 クラスの地震が発生し得る
という認識までは持てていなかっ
た。その根拠となった考え方のひ
とつとして、島崎（2011）5）は、「比
較沈み込み学」による推察を取
り上げている。Ruff & Kanamori
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分布（左図：（財）地震予知総合研
究振興会より）を対比したもので
ある。左図では宮城県を中心とし
た広い範囲が震度 6 弱以上となっ
ているが、右図の予測図に塗られ
た震度 6 弱以上のエリアは、仙台
湾岸と北上川流域の一部に限定さ
れており、前節で紹介した想定と
実態との間の大きな懸隔を表して
いる。
　しかし、これは、地震本部の想
定が無意味なものであったという
ことでは決してない。少なくとも
宮城県沖に大地震が差し迫ってい
るという危機意識を喚起させてい
たことは事実である。この想定に
よって実際の震災がどれだけ軽減
されたかを検証することは簡単で
ないが、こうした想定があったか
らこそ、仙台市を中心に耐震対策
が進められており、それが効を奏
しただろうことは想像に難くない。
　さらに、地震本部では、宮城県
沖地震の再評価に向け、重点調査
（1983）6）は、各沈み込み帯におき
る地震の規模が、沈み込み速度、
および、プレート年齢の 2 個のパ
ラメーターによって規定されて
いるとした。この説に従って三
陸沖に起きる地震の代表マグニ
チュードを推定すると、M8.1 前
後となった。スマトラもまた同様
であった。しかし、現実には双方
ともに M9 クラスの地震が起きた
わけだから、今となればこの仮説
自体に問題があったと言うべきだ
ろう。
　どのような説であれ、それが仮
説である以上、事実によって検証
が進み、いつか別の説に取って代
わられることがあっても不思議で
はない。環太平洋では、ここ半世
紀の間に 5 個の M9 地震が起きて
いた。冷静に考えれば、日本の沖
合いで M9 地震が起きることも想
定外とは言えなかったはずであ
る。今回の問題は、ある意味で、
有力な仮説ゆえに想定の自由さが
妨げられてしまったことにあると
も言える。科学の進展につれ、い
くつもの仮説が淘汰されていくの
は、科学の常道である。しかしな
がら、地震学では、科学的真偽と
は別の次元で、仮説そのものが国
民の実生活と直接的な関わりを
もってしまう、という厄介な問題
が存在する。拙速な結論は避ける
べきであるが、少なくとも、研究
者の研究活動が国民にとってつね
にプラスに作用するとは限らない
という事実を認識あるいは覚悟し
ておく必要がある。
2-3
宮城県沖地震の調査研究
　図表 3 は、地震本部7）による宮
城県沖の地震（図表 2 の C＋G）
に対しての予測震度分布（右図）
と、実際に起きた地震の観測震度
図表 2　地震調査研究推進本部が 2011 年 1 月 11 日に公表した地震地域区分と予測地震の発生確率
（表は、推定マグニチュードと 2011 年 1 月 1 日から数えて 30 年以内の発生確率）
地震本部資料3）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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観測プロジェクト「宮城県沖地震
における重点的な調査観測」を立
ち上げ、2005 年〜2009 年の 5 ヵ
年をかけて総合調査と分析を進め
てきた。関わった研究者数は延
べ 59 名、最終報告書は 411 ペー
ジの大部である。この中で特筆す
べきは、三陸地方を襲った過去の
津波調査報告であり、大津波の発
生として、869 年貞観津波、1611
年慶長津波、1793 年寛政津波を
挙げ、こうした巨大津波がおよそ
450〜800 年の再来間隔をもって
繰り返してきたと報告していた。
今回の震災の犠牲者、また原発事
故に関わる問題の大半が津波に起
因するものであることを鑑みたと
き、このタイミングで震災が起
き、プロジェクトで得られた知見
が十分に活かされなかったのはま
ことに残念なことである。
　不幸なタイミングで大震災が起
きてしまったとはいえ、阪神・淡
路大震災によって立ち上げられた
政府組織である地震本部が進め
る施策・調査研究プロジェクト
は、基本的には明確な目標を掲
げた“ミッション指向”研究であ
る。では、個々の研究者の研究指
向は、阪神・淡路大震災後どのよ
うな道筋を辿ったのだろうか。
図表 3　東日本大震災による実際の震度分布（左図）と 2005 年 12 月 14 日に公表された宮城県沖地震
による予測震度分布（右図）
出典：地震調査研究推進本部7）、（財）地震予知総合研究振興会
　この章では、日米の地震学会を
取り上げ、個々の研究者の研究指
向を比較する。まず、（社）日本地
震学会における研究発表に注目し
て地震研究の動向を探ることにす
る。学界全体を見渡すに十分とい
うわけではないが、この学会には
日本の地震研究者のほぼ全てが参
加しており、少なくとも日本の理
学的地震研究に関する最も包括的
な場と見ることは妥当である。
　重要なポイントは、学会はひと
つの組織でありながら、その構成
員に対して実質的な拘束力を持た
ないということである。つまり、
学会での発表は研究者個人の意思
に基づいたものであって、その方
向性に学会としての特別な意向が
反映されるわけではない。しかし
それゆえに、その時期の学界全体
の研究動向を客観的に指し示すも
のと言うことができる。
　（社）日本地震学会での発表機会
は、通常、春と秋の 2 回である
が、1990 年以来、春の大会は地
球電磁気学会や火山学会ほかの地
球物理学関連学会との合同開催と
なってきた。そこで、以下の調査
対象を単独開催の秋季大会のみと
した。
3 日米の地震学会の動向
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図表 4　（社）日本地震学会秋季大会における発表件数の推移
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阪神・淡路大震災の前後で
比較した日本の地震研究
　1995 年の阪神・淡路大震災で
6400 名を超える死者が出たこと
は、当時の地震関連学界全体に強
い衝撃をもたらした。それまで科
学技術庁にあった地震予知研究推
進本部は、地震調査研究推進本部
（後に文部科学省に移管）に改組
され、全国の地震動予測地図の編
纂が始められたことは前報8）に書
いたとおりである。地震学会は、
それまでの地震予知研究偏重を改
め、地震発生機構を物理学的に
解明する基礎的研究重視へと舵を
切った。
　図表 4 は、最近 20 年間の秋季
大会における発表件数の推移であ
る。1 回の大会での各人毎の発表
件数が制限されているため、発表
総数は、ほぼ研究者の数に比例す
ると考えてよい。阪神・淡路大震
災を契機に急増したと言えるほど
ではないが、大学院生を含めて地
震研究者の数は着実に増加してき
たと推察される。なお、2008 年
が突出しているのは、国際学会と
共催されたためである。
　問題は発表件数などではなく、
発表の内容とその傾向であろう。
筆者は、発表タイトルから、その
時々の研究の指向性を窺い知るこ
とができるのではないかと考え、
その分類を試みた。図表 5 は、阪
神・淡路大震災直前（1994 年秋9））
と 16 年後の 2010 年秋10）の大会
図表 5　（社）日本地震学会秋季大会のセッション名と発表件数（1994 年および 2010 年の比較）
科学技術動向研究センターにて作成
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図表 6　（社）日本地震学会の発表タイトルから見たテーマの分類。数字は発表件数
科学技術動向研究センターにて作成
の比較である。表には、それぞれ
の大会のセッション名とその発表
件数を掲げている。両年度を見
比べると、下段に並べた特別セッ
ションを別にして、多くのセッ
ション名が全く変っていないこと
に気づく。もちろん、それぞれの
研究内容は、年とともに進展して
おり、中にはそのスタイルが大き
く様変わりしたセッションもある
だろう。ただし、ここで注視して
いる点は、科学としての地震学が
いかに発展してきたかということ
ではなく、阪神・淡路大震災後、
個々の研究者の研究指向にミッ
ション性が取り込まれたのかどう
か、また、その意味で学会全体の
動向がどう方向転換したのかとい
うことである。それらを論ずる
ために、やや恣意的ではあるが、
個々の発表タイトルから窺える研
究テーマを 4 つに分類してみた
（1：地殻構造、地震発生機構の
解明など、学術的・理学的研究、
2：地震予知・予測、3：地震動評
価・災害予測、4：その他）。ここ
での分類は、あくまでも相対的な
ものであり、発表タイトルの調子
から受けた筆者の印象に基づいて
いる。また、次節で示す米国地震
学会との比較を意識した分類とも
言える。
　結果は、図表 6 に示したとおり
であり、阪神・淡路大震災の前後
で、双方の円グラフにはほとんど
差異が見られなかった。震災後に
学界が強調した研究の方向性が、
「地震の発生機構を物理的に解明
する」という基礎研究推進であっ
たことが反映された結果とも言え
よう。
3-2
日・米地震学会の比較
　同じ分類比較を、米国地震学会
（Seismological Society of America）
に対しても行なってみた。米国西
海岸では、約 20 年前、1989 年ロ
マ・プリータ地震（M6.9、死者
63 名）、1992 年ランダース地震
（M7.3、負傷者 400 名）、1994 年
ノースリッジ地震（M6.7、死者
57 名）と中規模の震災が相次い
だ。ここでは、その後の 2000 年11）
および 2010 年12）の定期大会にお
ける発表を調べた。発表件数は、
それぞれ 301 件、543 件、と件数
の伸びが大きく、近年では日本の
学会での発表件数とほぼ拮抗して
いる。また、2000 年と 2010 年の
セッション名を図表 7 と図表 8 に
掲載した。日本語タイトルは筆者
が直訳したものである。米国地震
学会では、個々のセッション名が
長く、また、同じセッション名が
繰り返されていない。これから
受ける印象として、米国の場合、
セッション名そのものに、研究の
目標や意味合いを明確化しようと
いう“ミッション指向”の意思が
感じられる。
　セッション名や発表タイトルだ
けから研究の中味までがミッショ
ン指向なものであるかどうかまで
を明確に判定することには無理が
あり、むしろ、本質的な研究の仕
方には、国による違いなど存在し
ないというのが常識的な解釈かも
しれない。しかし表面的とはい
え、研究の指向性や姿勢に違いが
あるという印象が拭えない。
　発表タイトルから仕分けた分野
別の 2000 年と 2010 年の比較結果
が図表 9 である。単純で主観的な
分類とはいえ、図表 6 と見比べて
日米の差は明白である。米国で
は、第 2 と第 3 分野を合わせた発
表件数が全体の 50% 前後を占め
る。図表 10 は、両国の地震学会
ホームページに掲載されたそれぞ
れの学会の目的あるいは設立趣意
を抜粋したものである。本節での
分析結果を脳裡においてこれらを
読むと、米国学会の趣意は社会と
の関わりをより強く意識した表現と
なっていることに気付かされる。
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図表 7　米国地震学会のセッション名と発表件数（2000 年）
科学技術動向研究センターにて作成
図表 8　米国地震学会のセッション名と発表件数（2010 年）
科学技術動向研究センターにて作成
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3-3
“Implication”に
表される意味
　日米の地震学会でのセッション
名と発表タイトルを比較した結
果、日本人の研究にはミッション
性が希薄であるという印象を抱か
された。実は、筆者がそういった
印象を抱いた理由はもうひとつあ
る。外国人の論文には、タイトル
や前書きに“Implication”という
用語が頻繁に使われているので
ある。この言葉の意味を辞書であ
たってみると「含意」と訳されて
おり、日本人にはやや使い辛い言
葉である。しかし、この言葉から
は、単に研究の内容と結果を正確
に伝えるだけではなく、その「意
味するところ」をアピールしてお
図表 9　米国地震学会の発表タイトルから見たテーマの分類。数字は発表件数
科学技術動向研究センターにて作成
きたい、という著者の強い意思が
伝わってくる。日本人の研究発表
に Implication という用語が少な
いとするならば、それは、単に言
葉の使い方だけの問題なのだろう
か。一般化することの危険を承知
のうえであえて言うならば、日本
人の研究発表には、テーマの選択
もさることながら、何が目的であ
るのか、何を主張したいのか、とい
う研究の位置づけをアピールする
ことへの強い意思的姿勢が不足し
ているように筆者には感じられる。
　東日本大震災後の朝日新聞15）
に、「（日本の）地震学者は、震源
を調べることばかりに力を注いで
いる」との批判が掲載された。乱
暴な総括と言って片付けることも
できるが、実は、筆者も同様の想
いをもつ。震源特性を分析するこ
とは、地震調査の基本であって、
確かにそれは、それに続く地震
防災研究への導入口であることに
は違いない。しかしその一方で、
「なるほど今回の震源の特性はよ
く分かった。…では、それでもっ
て次に対して何を言えるのか？」
と、問い詰めたい気持ちになるこ
ともたびたびである。発表者に
は、研究の目的など言うまでもな
いことという想いがあるのかもし
れないが、受け手側にとってそれ
は決して自明なことではないので
ある。
図表 10　日米の地震学会が定款等に掲げた目的
出典：参考文献13、14）
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　阪神・淡路大震災後、日本の地
震研究は、物理学に基づいた地震
発生機構の解明に目標を定めた。
これは、ある意味で妥当な目標設
定であったと言える。しかし、そ
の結果としての現状を見る限り、
地震研究に対する国民の期待と研
究の方向性との乖離は開く一方の
ように思える。
　本論では、日米の地震学会での
発表様式の違いから日本の地震研
究の動向に関する推察を試みた。
多分に恣意的かつ主観的な印象に
依拠した調査ではあるが、両国の
研究者の姿勢や指向性になんらか
の差異が存在するように見え、筆
者はそれをミッション性の濃淡で
あると結論付けた。平常時ならば
　生活者としての国民の立場から
すれば、地震研究は地球科学の一
分野である以上に、生活を脅かす
自然の脅威に立ち向かう手段のひ
とつと見えているはずである。そ
の意味で地震研究の目標は、「地
震の発生予測と地震災害の予測」、
すなわち前章分類の第 2、第 3 分
野に据えられるべきであろう。も
ともと、第 1 分野の学術的・理学
的研究も本来は、「地震の発生予
測」をその最終目標として見据え
たものであった。阪神・淡路大震
災以前に盛んであった現象論的地
震予知研究への偏重を改め、地震
発生メカニズムの物理学的解明と
いう基本に立ち戻ろうとした姿勢
自体が間違っていたわけでなく、
その考え方は今もなお有効であろ
う。しかし、メカニズムの解明が
いかに追求され、地震の物理学が
いかに進歩しようとも、それだけ
で現実の地震防災が自動的に達成
されるわけではない。さらに言う
ならば、自然に対する理学的研究
は、ともするとそれ自体が自己目
的化しかねない性向を持つ。現状
を見る限り、大震災が地震研究の
動向に与えた影響は、結果的に、
国民の期待を担う方向へ向かわせ
るものであったとは言い難い。
　阪神・淡路大震災以来、日本で
は、地震と地殻変動を対象とした
全国ベースの基盤観測網が構築さ
れ、数々の特別研究プロジェクト
が立ち上げられた。その結果、地
震研究の多くが、基盤観測網から
のデータに基づいたプロジェクト
研究参加型のものとなった。こう
した研究は本来的にミッション性
を帯びるべき位置付けにあったは
ずである。それにもかかわらず、
大震災の後も学会の動向にさした
る変化が見られなかったという結
果が事実であるとするならば、そ
うなった要因は何なのだろうか。
　筆者は、日米間での研究者の資
質や研究への意欲に本質的な差異
があるとは考えていない。また、
研究者がもつ研究へのモチベー
ションは、基本的には自然現象に
対する強い好奇心であり、同時に
その成果を生活の場に役立てたい
という使命感に裏打ちされている
だろうことを疑うものでもない。
しかし同時に筆者は、プロフェッ
ショナルの研究者にとって、研究
は生活の場であり、自身のアイデ
ンティティを確立する場であるこ
とを重く受け留めている。研究者
は、自分の研究がどう評価され、
その評価が自分の将来にどう関わ
るかに無関心でいられるわけがな
い。結局のところ、使命感を差し
措いてでも個々の研究者の指向性
を左右する最大の要因は、当の研
究者への評価の有り様ではないか
と考える。例えば、地震の研究は、
大きくは空間構造の分析と時間変
動の分析とに分けられるが、後者
は地道で長いスパンのデータの積
み重ねを必要とするため、短期間
では成果が挙がり難い。そのため、
時間変動の研究から若い研究者が
遠ざかる結果となっているとも考
えられる。
　今回の大震災の教訓を踏まえ、
地震本部を中心として大学や独立
行政法人では新たなミッション指
向の調査研究プロジェクトが立ち
上がることになるだろう。当然な
がら、そうした新プロジェクトへ
の予算措置には、明確なミッショ
ン性を担保することが求められ
る。しかし、プロジェクトの看板
だけにミッション性をアピールし
たとしても、それに携わる個々の
研究者の意識までが自動的にミッ
ション性を帯びることにはならな
い。今のままでは、10 年後の学
会発表に対して現在との比較を行
なうとすると、再び今回の調査と
同じ結論となってしまうことが危
惧される。研究に真にミッション
性を求めようとするならば、当の
プロジェクトに対する研究評価は
無論のこと、研究者個人を評価す
る方法の有り方を省みる必要があ
る。それは、とりもなおさず、研
究管理の立場に立つ者の手腕に関
わる問題であり、真のリーダー
シップが問われる課題でもある。
5 おわりに
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筆者も、それが単に研究風土の違
いであるとみなし、したがって、
日本の地震研究が米国風のミッシ
ョン指向なものになるべきだとの
主張はもたなかっただろう。しか
しながら東日本大震災は、地震学
全体にとっても、あまりにも深刻
な異常事態であった。地震研究の
目標とその有り方を、研究者間の
閉じた世界の中だけにとどめるこ
とは、もはや許されない状況であ
ると考える。
　2009 年にイタリアでラクイラ
地震（M6.3）が起きたとき、現
地の地震学者が適切な予測情報を
出さなかったとして、当局に起訴
されるという事件が報道されてい
る。研究へのモチベーションや
意図がどのようなものであれ、地
震研究は実生活との直接的な関わ
りをまぬかれないということを示
す象徴的な事件であった16）。この
報道は日本の地震学界をも震撼さ
せ、（社）日本地震学会として当局
への抗議声明を出すべきでは、と
いう騒ぎが巻き起こった。日本の
お国柄を考えたとき、そもそもこ
ういった事件の成り立ち自体が想
像し辛いものであったからであ
る。しかしながら、地震の調査研
究のため毎年百数十億円17）の国
費を費やしながらも国民にとって
実益のある結果を出せないでいる
ことに対し、日本の国民がいつま
でも寛容でいるだろうかという懸
念を、筆者は拭い去ることができ
ない。地震研究に携わる全ての研
究者が、今一度、自らの研究の
「意味合い」を省みることが求め
られるのではないだろうか。
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